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   2026 年 1 月 19日 

 

ケア社会をつくる会 

認定 NPO 法人ウィメンズアクションネットワーク 

NPO 法人高齢社会をよくする女性の会 

 

介護保険に係る公開質問状 （2026年２月衆議院選挙に向けて） 

 

１．現在、介護保険制度が危機的状況に直面しており、2024 年 12 月末時点で訪問介護

事業所が「無しまたは 1 つしかない」自治体が全国で 21.8%と 5 分の１を超えていま

す。これでは保険者として責任も果たせない状況です。このような介護保険制度崩壊の危

機を打開する具体策を持っていますか？  

はい／いいえ 

いずれの場合もその理由（内容）をお書きください。

[                                       ] 

                                               

2．訪問介護の基本報酬減額を、次期改定期を待たず撤回を求めることに賛成ですか？  

はい／いいえ 

その理由

［                                      ］ 

 

3．訪問介護における「身体介護」と「生活援助」の一本化に賛成ですか？   

はい／いいえ 

その理由

［                                      ］ 

                

4．介護保険の報酬は原則的に加算ではなく、基本報酬の増額に拠ることに賛成ですか？  

はい／いいえ 

その理由

［                                      ］ 

 

5．ケアプランの作成を有料化することに反対ですか?  

はい／いいえ 

その理由

［                                      ］ 
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6．介護保険の利用者負担率を標準 1 割から２割にすることに反対ですか？ 

はい／いいえ 

その理由

［                                      ］ 

 

7．要介護１，２の訪問介護（生活援助）を、市区町村が担う「介護予防・日常生活支援

総合事業」（総合事業）へ移行する案に反対ですか？ 

はい／いいえ 

その理由

［                                      ］ 

 

8．高齢者施設における人員配置基準の緩和に反対ですか？  

はい／いいえ 

その理由

［                                      ］ 

 

9． 認知症基本法が成立し、基本計画がスタートしていますが、それに対して現状の介護

保険制度は適合しているとはいえません。改善のための具体策はありますか？ 

はい／いいえ 

その内容 

［                                      ］ 

 

10．介護人材不足が極まっている「尋常ならざる」実態への対応策がありますか？ 

はい／いいえ 

その内容[                                   ] 

 

11．介護保険の公費負担分を増やすことに賛成ですか？  

（参考資料：現政権与党の二党は 2012 年総選挙の公約では増率を明示していました） 

はい／いいえ 

はいの場合の「国費と地方負担の割合」についてどうお考えですか？ 

［                                      ］ 

 

 

 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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＜参考＞ 

自民党選挙公約（案） 政権公約 Ｊ - ファイル２０１２ 

１５７ 財政の安定化を図り、介護保険サービスの 充実と保険料の抑制 高齢化の進展に

より、増大が予想される介護保険料 の上昇を抑制します。そのために、介護保険の保険

給 付の対象となる介護サービスの範囲の適正化等による 介護サービスの効率化、重点化

を図るとともに、公費 負担の増加などを行い、持続可能な介護保険制度を 堅持します。

併せて必要な介護報酬を確保等により介 護従事者の一層の処遇改善等を図り、質が高

く、必要 な介護が行われ得る体制を整備します。 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・介護公明ビジョン 安心して老後を暮らせる社会をつくる公明党 「高齢者と家族が安心

できる介護の実現」を目指し、 介護保険制度の抜本的な改革に取り組む 2010 年２月

24 日 公明党新介護ゴールドプラン検討委員会 

⑫ 公費負担割合を５割から、当面６割に引き上げ、2025年には介護保険の３分の２を

公費負担でまかなう 

介護施設の大幅な拡充や利用者負担の抑制、在宅介護の充実が急務の課題となっていま

す。また、低賃金や厳しい労働環境などで介護人材が流出している離職問題については、

介護従事者の大幅給与アップなど、処遇改善につながる介護報酬の引き上げが必要です。 

ただ、こうした課題に挑戦しながらも、介護保険料の上昇を抑制するため、公費負担 割

合を現行の５割から当面６割に引き上げ、2025 年には介護保険の３分の２を公費で賄う

ことを提案します。 


